
























































































































































2000 全国 59.0％ 44.9％ 10.1％
山形県 76.2％（全国１位） 60.4％（全国２位） 28.1％（全国１位）
2010 全国 68.6％ 43.5％  7.1％
















































































都道府県議会 市（区）議会 町村議会 市（区）町村合計 合計
Ｈ7.12 全国 3.1％  7.7％ 2.7％  4.3％  4.3％
山形県 2.0％  3.1％ 0.9％  1.7％  1.7％
H26.12 全国 8.8％ 13.6％ 8.7％ 11.8％ 11.6％

















国 山形県 全国（都道府県） 県内市町村 全国（市町村）
H13.3 － 21.1% － － －
H26.3 － 45.1％ 35.3％ 22.6％ 25.1％










部長相当職 課長相当職 係長相当職 計
H15 全国 1.8％  3.0％  8.2％  5.8％
山形県 4.5％  6.9％ 12.9％  9.3％
H25 全国 4.9％  6.9％ 13.8％ 10.8％
山形県 9.2％ 13.0％ 21.8％ 16.6％
	（山形県：労働条件等実態調査／雇用対策課、全国：雇用均等基本調査／厚生労働省）
　
３　考察
　山形県の男女共同参画の最大の課題は、第一に政策・方針決定過程への女性
の参画の遅れであり、第二に、とりわけ地域の住民生活に密着した市町村にお
ける取組みが進んでいないことであるといえよう。
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　第一の点に関して、働く女性の割合が高いという意味での女性の職場への進
出は、全国でトップクラスであるのに、行政においても民間においても、管理
職、幹部職への登用率が低い。県計画はタイム・アンド・ゴール方式で取り組
んでおり、審議会等委員の女性割合のように、行政が直接関与する分野では成
果が見られるものの、企業等への働きかけは、「山形いきいき子育て応援企業」
事業等の取組みはあるとはいえ、十分な成果をあげているとはいいがたい。働
く女性の管理職への意欲を醸成したり、家事・育児・介護等の負担感を軽減し
たり、またさらに企業等への実効性のあるアプローチが必要であろう。
　男女共同参画会議基本問題・影響調査専門調査会資料によれば、働く女性の
割合が高く、出産・育児期に就労を中断せず働き続けていることと、管理職の
登用率とのあいだに相関があるとはいえないという（内閣府2013）。継続就労
の多い山形県や北陸地方の各県よりも、高知県、徳島県、青森県等、比較的継
続就労割合が高く、管理職登用率も高い地域が存在する。他方、継続就労が多
くない（Ｍ字カーブの底が深い）、東京都、大阪府、京都府等で管理職の女性
割合が高いという傾向がみられる。
　とはいえ全国的に、「2020年までに指導的地位に女性が占める割合を少なく
とも30％」という目標の達成が非常に困難な状況にあることは間違いない。
　2015年8月に「女性の活躍推進法」（女性の職業生活における活躍の推進に
関する法律）が成立、9月から施行された。国、地方自治体および企業（301
人以上）には、女性の活躍に関する状況（女性採用比率、勤続年数男女差、労
働時間の状況、女性管理職比率等）の把握、改善すべき事情の分析、それらを
踏まえた事業主推進計画の策定が義務づけられた（300人以下の企業は努力義
務）。ここでいう「女性の活躍」とは、働く女性の増加にとどまらず、「女性管
理職比率」の増加（少なくとも30％）を含むことは明らかで、「義務づけ」に
よる進捗は一定程度期待できよう。しかし、日本の企業は99％が従業員300人
未満の中小企業であり、波及力が大きいとは言えないのではないだろうか。
　第二の点、山形県の市町村、なかでも町村の男女共同参画の取組みの遅れに
ついては、県担当課からの働きかけをこれまで以上に強めて、市町村による男
女共同参画推進の主体としての自覚を促す必要がある。住民に密着した施策を
行う基礎自治体が、男女共同参画を地域コミュニティづくりの重要課題として
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認識しなければ、町内会長、PTA会長等への女性の参画は望めない。地域の
実態を熟知し、実際の活動も活発に行っている多くの女性たちのなかには、
「手足」でなく「頭」（会長など）として「活躍」できる人材が多数いるはずで
ある。代表は男、会長は男といった「慣行」を変え、多様な意見が地域活動の
なかで交わされることが、地域コミュニティの活性化や子育てや高齢化への対
応、暮らしやすい地域づくりにつながるはずである。男女共同参画とは、多様
性（ダイバーシティ）の尊重に他ならない。
おわりに
　山形県を事例として、男女共同参画の進捗状況を全国と比較しながら見てき
たが、「女性の活躍」は、男女共同参画社会形成の一部にすぎない。少子高齢
化、人口減少の深刻化のもと、「東京一極集中」による地方における若年女性
人口の減少が、出生率の低迷とあいまって、「地方消滅」を招くとする日本創
成会議のレポートは全国に衝撃を与えた（増田2014）。安倍政権が「女性の活
躍推進」を謳っているのは、皆川（2014）が指摘しているように、経済成長と
いう目的のために女性を「手段化」し、少子高齢化のもとでの労働力不足を補
うために「活用」するだけのものではないのか。家事・育児・介護の負担を
「女性」に背負わせたままでの「活用」であれば、それは女性たちの望む「活
躍」にはなり得ない。その意味で、安倍首相が決して口にしない「男女共同参
画」が必要なのである。すなわち、男性中心の働き方やの職場慣行の見直し、
世界的に最短・最少とも言える日本の男性の家事・育児参加の推進、さらに配
偶者特別控除の廃止、社会保障（大沢真理）の「逆機能」の是正等、日本の社
会システムそのものの変革が必要である。それなくして、女性の「活躍」は進
まない。
　「男女が……ともに責任を担うべき社会を形成する」という男女共同参画社
会形成の原点に立ち戻り、ジェンダーの主流化を実践することが求められる。
国レベルでの施策に加えて、山形県をはじめとする地方における地域特性に応
じた施策が今こそ重要である。男女共同参画社会形成のための施策・事業には、
行政ばかりでなく、住民による自発的、自主的な活動、住民参画が欠かせない。
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住民をはじめとする地域における多様な主体（NPO、団体、企業等）と行政
との男女共同参画推進にかかわる協働については、今後の課題として、稿をあ
らためて論じることにしたい。
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